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＿　一 ≡ 千 一← へ 一
玉08 國本真吾：障害者の社会教育・生涯学習施策の現状と課題
表2　「障害者計画」基本内容一覧（2002年、國本調査・作成）
理念 対象の記述 黍・ 事前調査
詰解説
自治体名 計画期間 ノーマ リハビ パ1戊ア
直目標





北海道 1993～2002年度○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △
戸森県 更993～2⑪02年度○ △ ○ ○ ○ ○ ○ 098．3
岩手県 2000～20］0年度○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ Oo5年度バブリックコメン｝ ○
宮城県 ］998～2005年度○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
秋田県 ］993～2002年度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
山形県 1993～2GO2年度○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 098年度
福τ、県 1994～2003年度○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 096年度○身 ○
茨堀穴 1993～2002年度 ○ ○ ○ △ ○ ○ ○
栃木県 ］998～20G2年度○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○身・知・精・児 ○
群馬県 2001～2005年度○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○身・知い精 ○
埼玉県 1993～2002年度○ △ ○ ○ ○ △ ○
千葉県 1995～2004年度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○身・知i
神奈川県 1994～2003年度○ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○
新潟県 200ト2005年度○ ○ ○ ○ ○ △ 003．3 ○
石川県 199ト2005年度○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○身・知i・精
山梨1バ 1994～2003年度○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
長野県 1997～2001年度○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
1995～200・茎年度○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○身・知i・狗
，」」凋県 1993～2002年度（：） ○ △ ○ ○ ○ 096年度
愛知輿 2001～20］0年度○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
三重県 1993～2002年度○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
2001～2010年度○ ○ ○ ○ ○ ○
京川f 1995～2004年度○ ○ ○ ○ ○ ○ 099年度○身・知 ○
大阪府 1993～2002年度○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
和歌山県 1994～2003年度○ ○ ○ ○ ○
烏取県 1993～2002年度○ ○ ○ ○ ○ ○
、ξ覗県 1992～200］年度○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
1999～2010年度○ ○ ○ ○ ○ ○ Oo2年度
広島県 1994～2003年度○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
辻田県 ］994～2002年度○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
徳島県 ］995～2002年度○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
香川県 ］993～2002年度○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○身・知
愛緩［w ］995～2004年度○ ○ ○ ○ ○ ○
高知県 1993～2002年度○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 098．3
福岡県 1994～2003年度○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ n
佐頁県 1994～2003年度○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○身・知・桓
長崎県 1995～200き年度○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
能本県 1993～2000年度 ○ ○ ○ ○ ○
大分県 1994～2GG3年度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
宮崎県 2001～2G10年度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
鹿児島県 1995～2004年度○ ○ ○ ○ ○身 ○
沖縄県 1994～2GG3年度○ ○
札幌市 1995～2GG5年度○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
イ1胎市 1998～2002年度○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ △ ○ ○
千葉市 200ト2005年度○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
横浜市 199・1～2010年度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
剛奇市 1997～2010年度○ ○ ○ P ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
名古屋市 1994～2003年度○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
京都市 ］992～2001年度○ ○ ○
大阪市 ］993～2002年度○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
神戸市 ］99？～200］年度○ ∩ ○ ○ ○ ○
広島市 ］99？～2006年度 ○ ○ ○ ○ ○ ○
北九州市 ］996～2005年度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○身・知・精 ○






























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































三 図 畑 醐 磯 s 》 鴫 繭 s 舞
鳥取大学教育地域科学部教育実践総合センター研究年報　第12号　2003年3月 11茎
た色を前面に出してきていることが挙げられる。教育施策は学
校教育における障害児教育に限定され，障害者計画そのものか
ら教育施策の位置づけが弱まっているとも考えられる。このこ
とから，計画改訂時に社会教育や生涯学習の施策が外されない
よう，注意して見ておく必要がある。
そして学習内容の整備が行われていることが窺えない点である。
機会条件の整備が進んでも，個々の学習ニーズを無視していて
は形式的保障すら形骸化になりかねない。本節の結果から明ら
かになったのは，各自治体の障害者の社会教育や生涯学習の
膨式的」施策計画の実態だったといえるだろう。
（4）　社会教育等の施策内容
　次に，社会教育等の施策内容について見た。その結果は，表
4・図2に挙げている通りである。各自治体の具体的な施策を
整理すると，「基盤整備」「学習・活動内容3「人材」湘．織」と
いう分類が出来る。障害者計画に記載されている社会教育や生
涯学習に関する具体的な施策としては，学習のための環境づく
りにあたる基盤整備事項が最も多かった。次いで学習や活動の
内容に関するもの，そしてマンパワーにかかる人材育成面，ネッ
トワークづくりにあたる組織のこととなっている。基盤整備面
で最も多かった内容は，「学習機会の提供・整備・拡充」（26自
治体，48．1％）に関することで，その次に「文化・レクリエー一
ション・社会教育施設等の整備」（24自治体，44．4％）となっ
ている。学習・活動内容面では，「交流機会の拡充」（10自治体，
18．5％）が最も多く，「青年学級の開設」（8自治体，14．8％）・
「社会学級・生活指導教室・レクリエーション教室の開催」（7
自治体，12．9％）がそれに続いている。マンパワーの人材面で
は，「ボランティア活動の促進・養成」（11自治体，20．4％）が
多かった。組織面で挙がった2施策に，差はなかった。
図2　r障害者計画」における社会教育等の施策内容
　以上の結果から，障害者計画における施策内容について次の
ことがいえるだろう。障害者に対する社会教育や生涯学習の保
障としては，まず学習機会の提供とそれにかかる施設整備に重
点が置かれる。学習内容に関する部分も，交流活動が最初に来
ていることから分かるように，学習や活動として何が必要なの
かという学習者のニーズ性に立脚していない。つまり，障害者
の社会教育や生涯学習といった場合，地域住民や健常者との交
流活動を重要視するあまり，学習権保障の観点を見落とすこと
になっているのである。青年学級や社会学級等の開設や充実は
学級が既存する自治体の施策であり，学級の未発展な自治体で
は新設自体が挙げられていない。このことは，生涯学習権の実
質的保障にかかる問題として検討する余地があるだろう。マン
パワーに関しても，学習や活動を支える人材を活動の促進に力
点に置く傾向にあるが，社会教育専門職員（社会教育主事，社
会教育施設職員等）の研修や専門性の向上が本来求められるべ
きである。安易にボランティア活動を推進することは，公的責
任の後退化を招く可能性があることを含んでいるのである。
　以上，障害者計画の施策内容の検討から明らかになるのは，
学習権保障の観点から社会教育や生涯学習の機会・条件整備，
おわりに
　2002年12月，国は2003年度から2012年度を期間とした，新た
な障害者基本計画を発表した7）。そのなかで，髄域における
学校卒業後の学習機会の充実のため，教育・療育機関は，関係
機関と連携して生涯学習を支援する機関としての役割を果たす」
という記述がなされた。これは，教育・療育機関が他の関係機
関と連携して，障害者の生涯学習を支援して行くことを表して
いるものである。「新障害者プラン」である憧点施策実施5
か年計画」の方では，生涯学習に関する記述もなく，基本計画
とあわせて国の責任が暖昧にされたところがある8）。
　2002年9月24日に発表された，「障害者施策に関する計画の
策定等の状況について（市区町村障害者計画等の策定状況）」
を見ると，計画の見直し実施を予定している都道府県が25自治
体，政令市が6自治体となっている。その多くは，2003年3月
または2004年3月という時期を明確にしているが，今後多くの
自治体で計画見直しの動きが出てくると思われる。
　計画見直し作業において，政令市のような福祉色を前面に出
した障害者計画が策定された場合，「教育・育成」施策分野の
内容は就学児を対象としたものに限定化しかねないだろう。障
害者の学校教育修了後の教育・学習の問題は，国際的な成人教
育の保障や学習権保障に加え，人間の生涯発達の側面からも重
要である。そのような認識に立って，障害者計画の見直し作業
が進むのかが注目される。
謝辞：調査にあたり資料提供のご協力いただきました皆様方に，
　記して感謝申し上げます。
追記：本稿は，筆者が2⑪02年1月に鳥取大学大学院教育学研究
　科に提出した，修士論文（「『障害者計画』づくりを通した障
　害者の社会参加の在り方一『主体形成の社会教育』論の視点
　から一」）の一部に，加筆・修正を行ったものである。
《注》
1）拙稿（20⑪2）晦換期における市町村障害者計画の現状と
　課題一社会教育・生涯学習施策の検討を中心に一」『鳥取短
　期大学研究紀要』第46号。
2）内閣府政策統括官（総合企画調整担当）付障害者施策担当
　（200D「障害者施策に関する計画の策定等の状況について
　（市区町村障害者計画等の策定状況）」20⑪1年8月31日発表。
　調査時点では，総理府障害者施策推進本部担当室（2000）
　「障害者施策に関する計画の策定等の状況について（市町村
　障害者計画等の策定状況）」2000年8月29日発表，を参考と
　した。
3）平田勝政・早田美紗・梶原藍子（20⑪D帳崎県における
障害者プランの現状と課題一教育分野の検討を中心に一」
　『長崎大学教育学部紀要　教育科学』第田号，pp．17．31。
4）なお，神戸市の障害者計画基本計画は，調査時点の旧総理
府データ（2000；前掲2）では「神戸市障害者保健福祉計画」
　になっていた。しかし，2001年の内閣府データ（2GO1；前掲
112 國本真吾　障害者の社会教育・生涯学習施策の現状と課題
　2）では「“こうべ”の市民福祉総合計画」が基本計画にな
　り，障害者計画は実施計画にされている。本調査では，現在
実施計画になっている「神戸市障害者保健福祉計画を対象
　とした。
5）インターネットによる障害者計画の入手は，財団法入日本
障害者リハビリテーション協会提供の「障害保健福祉研究情
報システム」（httPl〃www．　din£ne．　jp）に依った。
6）国の「障害者対策に関する新長期計画」（1993年）で，「社
会教育」「生涯学習」という用語は，「啓発広報」分野の「ボ
　ランティア活動の推進」事項で使用されている。つまり国の
施策においては，地域住民の福祉ボランティア活動の場とし
て，「社会教育」や「生涯学習」という概念が用意されるだ
　けの発想にとどまっていたといえる。
7）国（2002）「障害者基本計画」2002年12月24日閣議決定。
8）障害者施策推進本部（2⑪G2）「障害者基本計画重点施策5
か年計画」2002年12月24日同本部決定。
9）内閣府政策統括官（総合企画調整担当）付障害者施策担当
　（20⑪2）「障害者施策に関する計画の策定等の状況について
　（市区町村障害者計画等の策定状況）」2002年9月24日発表。
内容は，2GO2年3月31日時点での，各自治体の回答を基にし
ている。
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